
■基準価額等

2002年8月29日

（出所：Bloomberg）

第86期

9 億円    純資産総額

原則として2月､5月､8月､11月の各15日

■分配実績（税引前：1万口あたり）

基準価額 9,325 円    

※将来の市場環境の変動等により、上記運用方針が変更される場合があります。
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■基準価額とベンチマークの推移 (単位：円)

決算日

設定日

過去1年

0.98%ベンチマーク 0.87% 1.69%
1.47%

■基準価額とベンチマークの騰落率

※運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あ
るいは分配金が支払われない場合があります。

分配金累計

40円

19.39%

0.08%

8,750円

過去1ヶ月 過去3ヶ月

第90期

過去3年過去6ヶ月 設定来 ※基準価額は、分配金(税引前)を再投資したものとして計算
　 しています。
※ベンチマークは、ブルームバーグ汎欧州総合インデックス
　 （円ベース ヘッジなし）を基に計算しています。

40円

-3.54%
17.65%
16.05%

39.38%

116.29%
163.28%

1.13%

ファンド
-1.34%

為替レート（円/ユーロ） 0.06% -2.73%

1.93% -1.98%

基準日：　2025年4月30日

追加型投信／海外／債券

ドイチェ・ヨーロッパ インカム オープン

信託期間 無期限

■<参考> 円/ユーロ為替レート(対顧客売買相場)の推移(単位：円)

135 円    ※ベンチマークは、ブルームバーグ汎欧州総合インデックス（円ベース ヘッジなし）を基に設定日（2002年8月
　 29日）を10,000として指数化して計算しています。
※基準価額の推移は、信託報酬控除後の価額を表示しています。
※分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。ただし、設定来の
　 分配金が0円のファンドにつきましては基準価額と重なって表示されております。
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■相場動向

4月の欧州国債市場では、主要な指標となるドイツ10年国債利回り（長期金利*）は低下（価格は上昇）しました。トランプ大統領が大規模な相互関税を発表した

ことや、米中対立の激化を背景に、世界的な景気下振れリスクが意識され、金利は低下しました。また、貿易摩擦に伴う経済見通し悪化を背景に、欧州中央銀

行（ECB）が0.25％の追加利下げを決定し、一段の金融緩和を行う可能性を示唆したことも、金利の低下要因となりました。周縁国国債の長期金利についても、

ドイツの金利低下の流れを受けて低下しました。社債市場では、トランプ大統領による大規模相互関税の発表を受け、投資家心理が悪化したことから、スプ

レッド*は前月比で拡大しました。一方、ユーロベースでの月次リターンは、金利低下を受けてプラスとなりました。リターンのセクター別の順序は、公益、産業、

金融の順となりました。

為替市場では、相互関税によって米国が最も大きな影響を受けるとの警戒感が広がり、円やユーロ等の主要通貨に対する米ドル安が進行しました。一方、欧

州についてはドイツの財政拡大による景気の下支えも意識され、ユーロは対円で小幅に上昇しました。

■運用担当者コメント

金利戦略については、ポートフォリオのデュレーション*（先物含む）は、ベンチマークより長めとしました。売買行動に関しては、英国国債や、イタリア国債を売却

する等しました。資産別投資比率については、社債はベンチマーク付近で調整しました。

■今後の運用方針

トランプ政権は90日間の相互関税発動延期を発表しており、各国との協議の動向次第で金融市場は変動が続く可能性があります。もっとも、全ての国や地域

に対する一律10％の関税は継続するため、世界経済の重荷になる見通しです。欧州については、ドイツによる債務ブレーキの緩和等、財政拡大による経済の

下支え効果も期待されます。

先行きの金融政策については、ラガルド総裁は異例の不確実性により経済見通しは不透明になっているとし、データに依存した会合ごとのアプローチの重要性

を強調しました。このため、関税協議の動向や経済指標次第では、次回会合においても追加利下げを行う可能性もあります。

社債市場については、トランプ関税に対する不透明感が引き続き変動要因と見られますが、投資家の利回りを求める需要は今後も市場の支えとなることが期

待されます。

今後の運用方針としましては、ポートフォリオのデュレーションは金利水準や政策動向見通しを勘案して調整する方針です。資産別の投資戦略や為替戦略等

についても、機動的に投資を行う予定です。

*金利（利回り）：債券価格は金利変動の影響を受けます。一般的に金利が低下した場合には債券価格は上昇し、逆に金利が上昇した場合には債券価格は下落する傾向があります。

*スプレッド：主に国債利回りとの利回り格差のことで、企業の信用力や流動性等の影響を受けます。一般的に、信用力が高まればスプレッドは縮小（価格の上昇要因）し、信用力が低下すれば

スプレッドは拡大（価格の下落要因）する傾向があります。

*デュレーション：金利変動に対する債券価格の変動性を示します。一般的にデュレーションが長いほど金利変動に対する価格の変動が大きくなります。
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■債券格付別構成

AA-

その他特殊債

国債 2032/06/07
BBB

2039/08/01国債

イギリス国債 4.25% 06/07/32

組入上位10銘柄合計

■債券種別構成

9

7

8

10

ドイツ鉄道ファイナンス 3.125% 07/24/26

イタリア国債 5% 08/01/39

国債ハンガリー国債 1.125% 04/28/26

イギリス

ハンガリー

0.9%
0.8%

4.250%

2034/07/31
4.200%

AA-

A-2037/01/31
0.8%

イタリア

2026/07/24 ドイツ

2026/04/28

5.000%

1.125%
3.125%

イギリス

スペイン

■通貨別構成比■ポートフォリオ特性

A

299

※構成比は、純資産
総額に対する比率で
す。
※四捨五入の関係
で、合計は100％にな
らない場合がありま
す。

マザーファンドの運用状況

 日本円、その他

79.2%  
13.9%  

構成比

2.6%  

 平均格付け

 平均クーポン

 平均デュレーション

特性値

 平均最終利回り

 直接利回り

 組入れ銘柄数

1.0%   チェココルナ

1.1%  
2.43% 2.2%  

1.0%

3.03%

格  付 組入比率クーポン

※平均最終利回りは、個別債券等について、満期まで
保有した場合のいわゆる｢最終複利利回り｣を加重平均
したものであり、ファンドの将来の期待収益を示すもの
ではないことにご留意下さい。また直接利回りとは、表
面利率÷債券価格×100で計算されるいわゆる｢直接
利回り｣を加重平均したものです｡
※平均格付とは、基準日時点で投資信託財産が保有し
ている有価証券に係る信用格付を加重平均したもので
あり、当該投資信託受益証券に係る信用格付ではあり
ません。

■債券組入上位10銘柄

2.59%

6.1年

96.9%

 イギリスポンド

通　貨

 スイスフラン

          合  計

 スウェーデンクローナ

100.0%   債券組入比率

 ユーロ

ハンガリー

※比率は債券の評価額に対する比率です。
※四捨五入の関係で、合計は100％にならない場合があります。
※－は組入れなし。

■クーポン分布 ■債券国別構成

※比率は債券の評価額に対する比率です。
※四捨五入の関係で、合計は100％にならない場合があります。

0.7%

償 還 日

※組入比率は債券の評価額に対する比率です。

銘　　　柄 種　別

フランス

2028/02/01
イタリア

イタリア

0.9%
0.850%

※比率は債券の評価額に対する比率です。
※特殊債は、政府機関債・国際機関債・公社公団債等を指します。
※四捨五入の関係で、合計は100％にならない場合があります。
※－は組入れなし。

※採用格付機関：ムーディーズ、S&P、フィッチ
※格付採用の優先順位：3社のうち、高い格付を採用します。
※比率は債券の評価額に対する比率です。
※四捨五入の関係で、合計は100％にならない場合があります。
※－は組入れなし。

2027/01/15
1.750%2027/10/10

4

6

国　  名

イギリス国債 4.25% 07/31/34

ハンガリー国債 1.75% 10/10/27

国債

2 国債 BBB

1 4.000%フランス国債 4% 10/25/38 2038/10/25

基準日：　2025年4月30日

ドイチェ・ヨーロッパ インカム オープン
追加型投信／海外／債券

スペイン国債 4.2% 01/31/37

8.4%

0.8%

国債

国債

国債

AA+

4.250%
0.9%

0.8%

0.9%

BBB

BBB3

BBB2.000%

AA-

イタリア国債 0.85% 01/15/27

5

イタリア国債 2% 02/01/28

国債

55.5%

27.7%

15.1%

1.7%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

国債 社債 特殊債 地方債

25.0%
29.5%

24.5%
20.1%

0.9% －
0%

20%

40%

60%

80%

AAA AA A BBB BB B

18.0%

77.9%

4.1% －
0%

20%

40%

60%

80%
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0～1% 1～5% 5～10% 10%～

イギリス

15.0%

フランス

14.4%

ドイツ

12.8%イタリア

10.2%

スペイン

9.5%

オランダ

6.9%

国際機関

5.9%

ベルギー

2.6%

ハンガリー

2.6%

スイス

2.5%

その他

17.6%
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●  BB格相当以下の銘柄の投資割合は、原則として信託財産の純資産総額の10％以下に留めます。

ファンドの特色

１． 欧州諸国の現地通貨建公社債を主要投資対象とします。

●  ブルームバーグ汎欧州総合インデックス※１(円ベース ヘッジなし)をベンチマーク※２とします。

※１

※２ ベンチマークとは、ファンドのパフォーマンス評価やポートフォリオのリスク管理を行う際の基準となる指標のことです。ファンドのパフォーマンスは、ベンチマークを上回る
場合もあれば下回る場合もあります。ファンドは、中長期的にベンチマークを上回る運用成果の実現を目指しますが、ベンチマークを上回ることを保証するものではありま
せん。また、欧州の債券市場の構造変化等によっては、ファンドのベンチマークを見直す場合があります。

●  主要投資対象国は、ユーロ圏、非ユーロ圏を合わせた欧州諸国とします。

●  インカムゲインの確保と中長期的な収益の獲得を目指します。

「ブルームバーグ®」及び「ブルームバーグ汎欧州総合インデックス」は、Bloomberg Finance L.P.及び、同インデックスの管理者であるBloomberg Index Services Limitedを
はじめとする関連会社（以下、総称して「ブルームバーグ」）のサービスマークであり、ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社による特定の目的での使用のために使用許
諾されています。ブルームバーグはドイチェ・アセット・マネジメント株式会社とは提携しておらず、また、同社が運用する商品等を承認、支持、レビュー、推奨するものでは
ありません。ブルームバーグは、同社が運用する商品等に関連するいかなるデータもしくは情報の適時性、正確性、または完全性についても保証しません。

２．  ポートフォリオの平均格付は、原則としてＡ格相当以上に維持することを目指します。

月次報告書 ／ お客様用資料
設定・運用　：　ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社

ドイチェ・ヨーロッパ インカム オープン
追加型投信／海外／債券

●  ドイチェ・ヨーロッパ インカム オープン マザーファンドへの投資を通じて、実質的に欧州通貨建で発行される国債、政府機関債、事業債等へ投資します。

(注２) 複数の格付機関により異なる格付が付与されている場合は、原則として上位の格付を採用します。

※「ファミリーファンド方式」とは、運用及び管理面の合理化・効率化をはかるため、投資者から集めた資金をまとめてベビーファンドとし、その資金を主としてマザーファンドに
　  投資して実質的な運用を行う仕組みです。

(注１) 格付が公表されていない場合は、発行体の財務内容等を分析して適切と判断した格付を用います。

●  公社債への投資に当たっては、原則としてB格相当以上の債券とします。

②

３．  ファミリーファンド方式※で運用を行います。

基準価額の変動要因　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６．  実質外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを行いません。

５． マザーファンドに係る運用指図に関する権限を、ＤＷＳインターナショナルGmbHに委託します。

※１　当該日が休業日の場合は、翌営業日とします。

※２　運用による収益が安定したものになることや基準価額が安定的に推移すること等を示唆するものではありません。

　 また、基準価額の水準、運用の状況等によっては安定分配とならない場合があることにご留意下さい。

４．  ３ヵ月毎（原則として２月、５月、８月、11月の各15日※１）に決算を行い、収益分配を行います。

●  原則として利子・配当収入を中心に、安定的に分配を行うことを目指します。※２

●  分配対象額が少額の場合は分配を行わないことがあります。

（注）市況動向及び資金動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

・マザーファンドを投資対象とする他のベビーファンドの購入申込みまたは換金申込み等により、当該マザーファンドにおいて売買が生じた場合等には、
当ファンドの基準価額が影響を受けることがあります。
・当ファンドは、大量の換金が発生し短期間で換金代金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、一時
的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基準価額
にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金の支払いが遅延する可能性等があります。
・当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
・分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準価額は下がります。分配
金は、計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合があり、その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。分
配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。また、投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部ま
たは全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかっ
た場合も同様です。

④

⑤

外貨建資産の価格は、為替レートの変動の影響を受けます。外貨建資産の価格は、通常、為替レートが円安になれば上昇しますが、円高になれば下落
します。したがって、為替レートが円高になれば外貨建資産の価格が下落し、ファンドの基準価額が影響を受け損失を被ることがあります。

カントリーリスク

急激かつ多量の売買により市場が大きな影響を受けた場合、または市場を取り巻く外部環境に急激な変化があり、市場規模の縮小や市場の混乱が生じ
た場合等には、機動的に有価証券等を売買できないことがあります。このような場合には、当該有価証券等の価格の下落により、ファンドの基準価額が影
響を受け損失を被ることがあります。

その他の留意点                       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                                

●  ＤＷＳインターナショナルGmbHはＤＷＳグループのドイツにおける拠点です。グローバルなネットワークを駆使し、投資家の多様なニーズに応える商品開発と優れた運用成

果の実現を目指します。

当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元金が保証されているものではなく、これを割込むこ
とがあります。当ファンドに生じた利益及び損失は、すべて投資者に帰属します。基準価額の変動要因は、以下に限定されません。なお、当ファンドは預
貯金と異なります。

投資リスク

金利変動リスク
債券価格は、通常、金利が上昇した場合には下落傾向となり、金利が低下した場合には上昇傾向となります。したがって、金利が上昇した場合には、保有
している債券の価格は下落し、ファンドの基準価額が影響を受け損失を被ることがあります。

①

③

信用リスク

投資対象国の政治、経済情勢の変化等により、市場が混乱した場合や、組入資産の取引に関わる法制度の変更が行われた場合等には、有価証券等の
価格が変動したり、投資方針に沿った運用が困難な場合があります。これらにより、ファンドの基準価額が影響を受け損失を被ることがあります。

流動性リスク

債券価格は、発行者の信用状況等の悪化により、下落することがあります。特に、デフォルト（債務不履行）が生じた場合または予想される場合には、当
該債券の価格は大きく下落（価格がゼロとなることもあります。）し、ファンドの基準価額が影響を受け損失を被ることがあります。

為替変動リスク
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投資者が信託財産で間接的に負担する費用

費　　用項　目時　期

換金時 信託財産留保額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.15％を乗じて得た額

購入申込受付日の翌営業日の基準価額に2.75％（税抜2.5％）を上限として販
売会社が定める率を乗じて得た額

ドイチェ・ヨーロッパ インカム オープン
追加型投信／海外／債券

■信託期間 信託設定日（2002年8月29日）から無期限

■収益分配 年4回の毎決算時に、信託約款に定める収益分配方針に基づいて行います。ただし、分配対象額が少額の場
合は、分配を行わないことがあります。

月次報告書 ／ お客様用資料

お申込みメモ

ただし、残存口数が10億口を下回ることとなった場合、受益者のために有利であると委託会社が認める場合

■決算日 原則として毎年2月15日、5月15日、8月15日及び11月15日（休業日の場合は翌営業日）とします。

※販売会社によって異なる場合があります。詳しくは販売会社にお問合せ下さい。

原則として、販売会社の営業日の午後3時30分までに購入申込み・換金申込みが行われ、販売会社所定の事
務手続きが完了したものを当日の受付分として取扱います。

投資者が直接的に負担する費用

（注）将来の分配金の支払い及びその金額について保証するものではありません。

またはやむを得ない事情が発生した場合には、信託を終了させていただくことがあります。

原則として、換金申込受付日から起算して5営業日目から販売会社においてお支払いします。■換金代金支払日

※上記は2024年9月末現在のものですので、税法が改正された場合等には変更される場合があります。
配当控除、益金不算入制度の適用はありません。

公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合に少額投資非課税制度（NISA（ニーサ））の適用対
象となります。

ファンドの費用

■ 受 託 会 社 三菱UFJ信託銀行株式会社

ホームページアドレス　https://funds.dws.com/ja-jp/

ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社

設定・運用　：　ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社

■購入・換金の受付

購入申込受付日の翌営業日の基準価額

■換金単位

■購入価額
■購入単位 販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社にお問合せ下さい。
■換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を差し引いた価額

販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社にお問合せ下さい。

■課税関係 課税上は株式投資信託として取扱われます。

購入時 購入時手数料

＜ご留意事項＞

信託財産の保管・管理等を行います。

    委託会社、その他の関係法人
■ 販 売 会 社 当ファンドの募集の取扱い等を行います。投資信託説明書（交付目論見書）の提供は、販売会社にて行います。

販売会社につきましては、委託会社にお問合せ下さい。

■ 委 託 会 社

金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第３５９号

加入協会
一般社団法人日本投資顧問業協会　一般社団法人第二種金融商品取引業協会

信託財産の運用指図等を行います。

委託会社から運用の指図に関する権限の委託を受け、マザーファンドの運用指図等を行います。

■ 投 資 顧 問 会 社 ＤＷＳインターナショナルGmbH（所在地：ドイツ　フランクフルト）

日本証券業協会　一般社団法人投資信託協会　

運用管理費用（信託報酬） 信託財産の純資産総額に対して年率1.21％（税抜1.1％）

収益分配金を再投資する際には購入時手数料はかかりません。※

毎日

「税」とは、消費税及び地方消費税に相当する金額のことを指します。※

※ 投資者の皆様が負担する費用の合計額については、ファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

その他の費用・手数料

当ファンドにおいて、信託事務の処理等に要する諸費用（ファンドの監査に係る
監査法人への報酬、法律・税務顧問への報酬、目論見書・運用報告書等の作
成・印刷等に係る費用等を含みます。以下同じ。）、組入資産の売買委託手数
料、資産を外国で保管する場合の費用、租税等がかかります。これらは原則と
して信託財産が負担します。
ただし、これらの費用のうち信託事務の処理等に要する諸費用の信託財産で
の負担は、その純資産総額に対して年率0.10％を上限とします。
※「その他の費用・手数料」は、運用状況等により変動するものであり、一部を
除き事前に料率、上限額等を表示することができません。

投資信託のお申込みに関しては、下記の点をご理解いただき、投資の判断はお客様ご自身の責任においてなさいますようお願い申し上げます。
■当資料はドイチェ･アセット･マネジメント株式会社が作成した資料です。■当資料記載の情報は、作成時点のものであり、市場の環境やその他の状況によって予告なく変更することがあります。
データ等参考情報は信頼できる情報をもとに作成しておりますが、正確性・完全性について当社が責任を負うものではありません。また、使用しているデータについては特段の注記の無い限り、
費用・税金等を考慮しておりません。■当資料記載の内容は将来の運用成果等を保証もしくは示唆するものではありません。■投資信託は、株式、公社債などの値動きのある証券（外貨建資産
には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本が保証されるものではありません。投資信託の運用による損益は、すべて投資信託をご購入のお
客様に帰属します。■投資信託は、金融機関の預貯金と異なり、元本および利息の保証はありません。■投資信託は、預金または保険契約ではないため、預金保険および保険契約者保護機
構の保護の対象にはなりません。■登録金融機関を通じてご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象とはなりません。■ご購入に際しては、販売会社より最新の投資信託説明書
（交付目論見書）をお渡ししますので、必ず内容をご確認の上、ご自身で判断して下さい。
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＊

ドイチェ・ヨーロッパ インカム オープン
追加型投信／海外／債券

（五十音順）

備考

委託金融商品取引業者：
マネックス証券株式会社

＊

＊

＊

＊

○

○

＊

○

○

○ ○

※備考欄に*の表示がある場合、購入申込の取扱いを中止しております。詳しくは販売会社にお問い合わせ下さい。

○楽天証券株式会社 金融商品取引業者
関東財務局長
（金商）第１９５号

関東財務局長
（登金）第３６号

月次報告書 ／ お客様用資料
設定・運用　：　ドイチェ・アセット・マネジメント株式会社

株式会社横浜銀行

○ ○ ○

○

○

○

○

○

○ ○登録金融機関

○

登録金融機関
関東財務局長
（登金）第１０号

○

関東財務局長
（金商）第１４２号

○

○ ○

北海道財務局長
（登金）第１号

金融商品取引業者名

登録金融機関

○

加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
日本投資顧問

業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

○

○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者
関東財務局長
（金商）第２２５１号

○ ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

株式会社武蔵野銀行 登録金融機関

ｻﾞ･ﾎﾝｺﾝ･ｱﾝﾄﾞ･ｼｬﾝﾊｲ･ﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ･ｺｰ
ﾎﾟﾚｲｼｮﾝ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ（香港上海銀行）

マネックス証券株式会社

登録金融機関

金融商品取引業者

関東財務局長
（登金）第１０５号

関東財務局長
（金商）第１６５号

関東財務局長
（登金）第３３号

関東財務局長
（登金）第３８号

松井証券株式会社

登録金融機関

金融商品取引業者
関東財務局長
(金商)第１６４号

○ ○

○

○

金融商品取引業者

○

委託金融商品取引業者：
株式会社ＳＢＩ証券
マネックス証券株式会社

○

＊登録金融機関
福岡財務支局長
（登金）第６号

○ ○

関東財務局長
（登金）第３９号

当ファンドの販売会社は以下の通りです。

株式会社イオン銀行

株式会社ＳＢＩ証券

登録番号

関東財務局長
（登金）第６３３号

関東財務局長
（金商）第４４号

株式会社北海道銀行 登録金融機関

株式会社千葉銀行 登録金融機関

金融商品取引業者野村證券株式会社

株式会社ＳＢＩ新生銀行

株式会社　西日本シティ銀行
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